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は じ め に

気候変動 ( 地球温暖化 ) に対処する問題では，脱炭
素を目指す「緩和策」と，気候変動に伴う社会・自然
系へのさまざまな影響を抑え，あるいは順応していく
方策を目指す「適応策」に分けられて議論が進められ
ている。これら二つは気候変動への対策の両輪とも位
置づけられている。しかし，数十年から百年以上先の
超長期的な豊かな地球社会の未来を視野に入れた時，

人類がその生存を依拠する大気圏・地圏・水圏と生物
圏 (生命圏) の維持と保全をどう図っていくか，その
ためには人類社会はどうあるべきか，という基本問題
への真摯な取り組みこそ重要であり前提の議論のはず
である。「緩和・適応パラダイム」ともいえる現在の
緩和策と適応策という分断的な問題設定は，この基本
問題をむしろ見えなくしているともいえる。本稿では，
特に，生物圏の維持・保全を柱にした，より（超）長
期的な未来可能な地球・地域社会への道筋を提案す
る。

１.気候変動における緩和策と適応策は車の両輪か

１.1　緩和策の問題

COP21 でパリ協定 (2015) が締結されて以降，世
界各国は，地球表層の平均気温上昇を産業革命以前と
比べ，2℃（できれば 1.5℃）以内に抑える努力をする
こと，そのために，今世紀後半に温室効果ガスの実質
排出量をゼロにする (脱炭素 / ゼロエミッション) 目
標が設定された。わが国でも自治体や企業でこの目標
が「気候変動緩和策」の柱になっている。それ自体は，
省エネと再生エネルギー増加を促進してきた側面もあ
るが，数値目標の達成可能性のみが先行し，今後の持
続可能（あるいは未来可能）な地球および地域社会は
どうあるべきかという議論が非常に希薄になってい
る。例えば国レベルでは，脱炭素のみが目標となった
GX(グリーン変換) 経済やデジタル技術推進（DX）
のために増えるとされる電力需要を，既存の電力網を
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前提に，再生エネルギーではなく，原発エネルギー比
率を増加させることで賄うという第 7 次エネルギー基
本計画が今年 2 月に策定されている。ただ，福島原発
事故の最終処理も遅々として進んでおらず，使用済み
核燃料の処理問題も解決していない状況で，また地
震・津波などの自然災害の高い日本列島で，原発エネ
ルギーを増加させることが長期的に持続可能な方策で
あろうか。天候変動に支配されやすい再生エネルギー
は，既存の大手電力会社による電力系統に頼る限り，
化石エネルギーや原発エネルギーよりも不利な立場に
あることは確かであるが，例えば各地域の自治体や企
業は，遠隔地の再生可能エネルギー発電会社（PPA
事業者）からの電力を，小売電気事業者経由で，より
安定的に供給を受けられる地産地消型エネルギーシス
テムを発展させるべきではないか。

１.2　適応策の問題

総合地球環境学研究所 (地球研) は京都府・京都市
と合同で 2021 年 7 月から京都気候変動適応センター
(KCCAC) を立ち上げ，近年の気候変動や異常気象が
京都府 (市) 地域での自然生態系や農林水産業，都市
域での経済・社会・文化・教育活動などにどのような
影響を与えており，どのような適応策が可能かなどの
基礎調査を，一部環境省からの経費を受けて進めてき
た。その中で，IPCC による気候温暖化予測結果に基
づく今世紀末までの稲作の収量予測を行ったこれまで
の研究（eg., Ishigooka et al., 2017 ; 2021）では，京都
地域でもかなりの減収となるという結果が出されてい
た。農業分野での「適応策」では，このような収量予
測結果に対応した高温に強い品種の改良などが主流で
ある。ただ現場の農業行政関係者からは「そのような
収量予測結果を現場の農家さんに伝えると，『ならば，
もう農業は止めるしかないね。』という返事しかあり
ません。」と釘を刺された。

日本の農業は，高齢化や担い手不足，低く抑えられ
ている米価などの問題を抱えており，気候変動適応策
は，このような日本の農業が抱える社会・経済的な問
題との関連を抜きに進めるべきではない。KCCAC で
は，このような状況を踏まえて，現場の農業従事者，
農業行政者，企業関係者に研究者が加わって，「京都
の農業の将来を考える」ワークショップを，フューチ

ャーデザインという新しい社会科学的手法を用いて行
い，結果をまとめつつある (Ichihara et al., 2024a; 
2024b)。これまでの高度成長経済のしわ寄せとして疲
弊してきた農業システムや農村社会を，より未来可能
なかたちに変革する一部として気候変動への適応を考
えるべきであろう。

熱中症対策も特に大都市では大きな課題となってい
る。京都市でも熱中症搬送者数が酷暑日の発現日数と
密接に関係して変動していることが分かった ( 安成・
何 , 2025)。ただ，搬送者数の増加は，ハザードとし
ての気象条件だけでなく，特に暑熱に弱くケアが不十
分な後期高齢者が多数を占めているという社会の抱え
る脆弱性が，大きく関わっていることも明らかになっ
た。温暖化に伴う熱中症対策には，クーリングシェル
ターを設けるという対症療法よりも，家にエアコンが
ない，あるいはあっても適切に使えない（使わない）
高齢者が多いのはなぜか，という大都市での高齢者ケ
アや貧困化の問題の解決を含めた適応策を考えるべき
であろう。

１.3　「人新世」における気候変動の緩和と適応

「緩和」と「適応」と分けている現在の気候変動（地
球温暖化）対策には，大きな限界がある。「緩和」策は，
自治体レベルなども含め，どの国も，2050 年に脱炭
素を目指し，そのためには何をすべきかという問題に
特化している。一方で「適応」は，脱炭素ができても，
すぐに温暖化は収まらないので，その対策も考えよう
という「緩和」策の補完物的位置づけとなり，目標も
明確ではなく，温暖化に対するその場しのぎの対症療
法という見方がされがちである。結局のところ，現在
の緩和策も適応策も，気候変動に対し，より強靭で未
来可能な社会はどうあるべきかという論考ぬきに，そ
れぞれに設定した目標だけを見てなされている。特
に，「緩和」と「適応」の具体策間のトレードオフを
どうするかという視点が欠落している。現在，「人新
世」とは何か，についていろいろな議論がされている
が，人類が農業を始めてから人口を増加させ，特に
18 世紀後半以降の産業革命と資本主義経済の「発展」
という人類の営為が，現在の気候危機や生態系の劣化
など地球規模の自然環境の悪化をもたらし，人類その
ものの存在も危うくしている，というあたりが共通の
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図 1　地球の炭素循環の模式図  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     出所）国立環境研究所地球環境研究センター資料から作成．
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理解であろう。だとすると，これらの危機を招いた過
去の発展経路をいかに変革して，人類の「意味ある生
存」を持続させることが可能か，という命題のはずで
ある。緩和策と適応策の間のトレードオフが解決しに
くいのは，これまでの発展を担ってきた企業体の価値
観や行政組織における縦割りなども大きく関わってい
る。脱炭素のみを目標とした「緩和」や気候変動への
対症療法を柱とした「適応」は，社会のあり方の変革
も含めた「変革的適応 (Transformative Adaptation)」
(e.g., Fedele et al., 2019 ; Filho et al., 2022) として，
より統合的に社会の新しい発展経路を目指していくべ
きであろう。そのような変革を実現するには，生物圏
を，単に地球システムの一つの要素ではなく，気候・
生物圏共生系として人類社会が大きく依拠してきた生
存基盤として位置づけるべきである。次章以下ではそ
のことを詳述したい。

２.生物圏（生命圏）と共に生きる

2.1 地球気候における生物圏の重要性―気候・生物

　圏相互作用系

地球気候を決めている大きな要素が，大気に温室効
果をもたらしている CO2 であり，その量を決めてい
るのが地球システムにおける炭素循環である。図 1 は
現在の地球表層システムにおける炭素循環 (フローと
ストック) を示している。地球温暖化をもたらしてい

るプロセスは，この図の左端の人間活動により大気
に，毎年「化石燃料」と「森林の減少」により，毎年
7 単位（1 単位＝ 10 億 t）が大気に付け加わり，温室
効果を強化していることが大きな問題となっている。
この 7 単位を直接人の手で失くそうというのが，脱炭
素を目指す「緩和」である。しかし，この図からも分
かるように，炭素循環の圧倒的に大きな部分は陸上の
植物体と海洋の植物プランクトンによる吸収と放出で
あり，それぞれ 100 単位，90 単位レベルで大気との
炭素のやり取りを自然のプロセスとして行っており，
現時点では，陸上で 2 単位のネットの吸収，海洋でも
2 単位の吸収をしている。その結果，人間活動により
大気に放出された 7 単位のうち，陸上の生物圏では 2
単位，海洋の生物圏では 2 単位が吸収されるため，大
気中の炭素は毎年 3 単位の増加に抑えられている。言
い換えれば，陸上と海洋の生物圏の光合成活動が，例
えば温暖化や海面水温変化など，何らかの人間活動の
影響で弱められれば，大気中の炭素（CO2）はさら
に増加してしまうことになる。生物圏での炭素循環は
そのストックやフローを通した大気とのやりとりの量
も非常に大きく，単に気候温暖化の影響を受けるとい
うより，循環そのものの状態と変動を大きくコントロ
ールしている。

さらに強調すべきは，生物圏は炭素循環だけでな
く，水・エネルギー循環を大きく支配することで地球
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図 2　地球気候システムの大気圏の鉛直構造の模式図  
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 注）太陽光の元での対流圏，成層圏の構造と生物圏および水循環の関わりを示す ．
                                                             出典）安成哲三『地球気候学』東大出版会 (2018）．
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気候の状態を決める主要因の一つとなっていることで
ある。図 2 は，地球の気候システムとその中での水・
エネルギー循環を鉛直 1 次元で模式的に示した図であ
る。地球大気の鉛直構造での大きな特徴は，地表付近
から約 10 数 km 程度までの大気の対流・混合が活発
な対流圏とその上の温度が高く比較的安定した成層圏
(10 数〜50km) の存在である。私たち人間を含む生
物の生存には酸素が必要であるが，その酸素は植物の
光合成により創られている。さらにすべての生物の生
存には水が不可欠であるが，その水はその三相（気
体・液体・固体）の間で相変化しながら対流圏内で維
持され循環している。対流圏の上の成層圏は，対流圏
から運ばれた酸素が太陽光の中の紫外線によって分解
されてオゾンとして再合成され，暖かく安定したオゾ
ン層が形成されることにより維持されている。水が対
流圏と地表面の間で閉じた循環系として維持できてい
るのは，対流圏が成層圏によってフタをされた構造に
なっているからである。すなわち，生物圏自身が酸素
を創り出し成層圏を形成し，自らに必要な水を地表面
と対流圏に保持していることになる。同時に成層圏
( オゾン層 ) は生物にとって有害な紫外線をカットす
る役割も果たしている。現在の地球大気圏下部 ( 対流

圏・成層圏 ) の仕組みは，生物圏自身が，自らの存在
のために長い進化過程で形成し維持してきた構造とも
いえる。すなわち，地球の気候と生物圏はまさに相互
作用系と理解すべきである。

2.2 地球気候と生物圏の共進化

では，地球の生物圏はどのように進化して，現在の
状態になったのだろうか。詳細は他の文献を参照して
いただきたいが，ここでは，地球気候の指標としての
気温と CO2 のみに着目する。地球史 46 億年の気候の
変化・変動を振り返ると，恒星としての太陽の進化に
伴い，地球表面への太陽光強度は 1〜10 億年スケール
で少しずつ強まっており，超長期的な「地球温暖化」
は，未来に向けても避けられない中で，生物圏は大き
な役割を果たしてきた。図 3 には，生物圏が陸上にも
成立して以来過去約 5 億年の大気中の CO2 濃度 (上)
と地球表面の平均気温 (下) の変化が示されている
(IPCC, 2021)。この図を巨視的に観ると，地球の生
物圏は，石炭紀の巨大植物群の進化に伴う光合成活動
の強化などで大気中の CO2 を 2000ppm レベルから
200ppm レベルに減らし，平均気温を現在より数度℃
高かったレベルから現在のレベルまで下げる方向で進
化しつつ，地球気候を生命にとってハビタブル（生存
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向かい，時に気温が 2℃程度低下した氷期も含めた氷
河時代 (Ice Age) となっている (図 3 参照)。この時
代は万年スケールの地球の公転軌道要素の変化による
地球表面への太陽放射分布の変化や氷床拡大によるフ
ィードバックが働いた氷期・間氷期サイクルを伴って
おり, 地球史でも氷河時代は何回か生じている ( 安成，
2018 など )。ここで注目すべきは，人類はこの氷河
時代に劇的に進化していることである。私たちホモサ
ピエンスは，北半球の大氷床が後退し比較的温和で安
定した気候の間氷期 (完新世) が始まった約 1 万年前
以降に，さまざまな地域の気候とその自然変動に「適
応」しながら居住地域を広げていった。特に，生物圏
に手を入れることで穀物生産を可能にした農業の発明
により，人口増大を可能にした。その意味では，「人
新世」は農業を開始した数千年前にすでに始まってい
たともいえる。

さて，図 3 の時間軸の一番右端，すなわち，現在か
ら未来について，IPCC のいくつかの CO2 シナリオ
に基づく気温変動の予測値も示されている。例えば，
(まったく人為的な CO2 制御をせずに，business-as-
usual に増やしていく) RCP8 .5 シナリオに基づくと，

可能）な惑星として維持してきたことがよく分かる。
そして未来の地球も，太陽光強度がさらに強くなって
いく中でも，このような生物圏全体の機能が健康であ
る限り，あと数億年から 10 億年は，存続可能と予測
さ れ て い る (Caldeira and Kasting,1992 ; Lenton 
and Bloh, 2001 ; Franck et al., 2006)。

ただ，過去約 5 億年間には，5 回の生物群の大量絶
滅イベント（地質学的事件）があった。図 3 では，
CO2 濃度と気温がピークになっている時期に対応し
ている。大量絶滅は，巨大隕石の衝突や大陸移動に伴
う地殻変動や火山活動の活発化などが引き金となっ
た，急激な気候変化や海洋系の変化などに因っている

（安成，2018 など参照）。生物群の大量死滅の直接的
な原因は，CO2 増加による高温や大気・海洋中の酸
素濃度低下などで，2.5 億年前のイベント (ペルム紀
の絶滅 ) では，80% 以上の脊椎動物群が死滅したと
いわれている。このような劇的な気候・環境変動に耐
え，適応した生物群が，次の生物進化を担ったことに
なる。

2.3 生物圏と人類の未来可能性

約 300 万年前頃から現在まで，地球気候は寒冷化に

図 3　過去 4 億年（＋将来）における大気中の CO2濃度 (上）と気温（下）の変化    出所）IPCC（2021）
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3.2　IPCCとIPBES の革新的な協働が必要

ここで主張する気候・生物圏の相互作用系の研究は
どう進められてきたか。これまで気候変動の予測も含
む研究と生物圏 (生態系・生物多様性) の実態と保全
の研究はそれぞれ，IPCC (Intergovernmental Panel 
for Climate Change) と IPBES (Intergovernmental 
sc ience-pol icy Plat form on Biodivers i ty and 
Ecosystem Services) という二つの大きな国際的研
究組織で進められてきたが，気候科学者中心の IPCC
と生物科学者中心の IPBES は，ほとんど交流なく進
められてきた。気候変動と生物圏保全は地球環境問題
の二つの大きな課題であることも踏まえ，それぞれが
相互にどう絡むかについての包括的に議論を進めるた
め，国際合同ワークショップが双方の研究者により
2020 年に初めて開催された。その報告書 (Scholes et 

al., 2021) では，気候変動，生物圏と社会の相互関係
をベースに，多岐にわたる問題群が議論されている
が，本稿の視点から特に重要な指摘は以下のとおりで
ある。
　①気候変動が生物圏に与えている影響の指摘が多
い。 ② NbS の基礎となる生物圏をさまざまな時間空
間スケールで維持することは，気候の緩和や適応のプ
ロセスにプラスに働いている。特に図 1 に示したよう
な豊富な炭素貯蔵量と生物種を要する陸域・海域の生
物多様性保護を含む生物圏の維持は，気候変動緩和と
適応に加え，生物多様性保護を同時に両立させるため
に最も重要である。③気候変動の緩和・適応のみに絞
った対策は生物圏に直接的・間接的な悪影響を及ぼ
す。④気候変動，生物多様性，人間社会の良質な生活
(well-being) を一体のシステムに向けた社会変革が
重要である。

ただ，物理科学としての気候科学と生態学を中心と
する生物科学は，それぞれの科学分野が伝統的に持つ
認識論が大きく異なっており，この二つの科学コミュ
ニティの連携・協働がどのようにできるかが大きな課
題であることも明らかになった。Borie e t a l .(2021)
によると IPCC は ‘the view from nowhere’，IPBES
は ‘the view from everywhere’が基調となっている
という興味深い論点を提出している。すなわち，
IPCC では地球スケールでの気候理解をより還元論的

2100 年頃には，CO2 濃度は 5 億年前に近くなり，気
温も 4℃を超え，ペルム紀の絶滅イベントに匹敵する
気候になる可能性を想像させる値となっている。人新
世がこのまま拡大すると人類を含む生物の「第 6 次大
量絶滅」が起こるとの指摘も決して絵空事ではない。
だから「緩和策」による脱炭素こそ重要だとの声も聞
かれそうだが，それは人間活動が排出している CO2

のみを減らすことではなく，図 1 や図 2 でも強く示さ
れるように，生物圏全体が，現在のまま，あるいは現
在以上に「健康」に機能していることが大前提なので
ある。人類の未来可能性 (sustainable future) は，
健康な気候・生物圏相互作用系を維持しつつ，その系
と調和した地球社会，地域社会をいかに創出できるか
にかかっているといえる。

3.生物圏を生かした地域循環共生圏を

3.1　生物圏の保全と利活用を基礎にした方策を

では，生物圏との調和を前提として，気候変動に対
してどのような長期的対策が可能であろうか。近年，
生物圏の維持・保全と利活用を想定した Nature-
based Solution(NbS) による解決策を強調した論考
が多くなっている。その多くは，森林を増やして
CO2 の吸収を増やし，同時に都市も含めた緑の居住
環境の形成を促進するという方向性を強調している。
ただ，その場合，相乗効果とトレードオフが存在して
いることへの懸念も多い。例えば，Seddon e t a l .
(2020) は，この問題をレビューしたうえで，以下の
4 つの指針を提示している。
　① NbS は化石燃料の急速な廃止の代替手段ではな
い。② NbS は陸地と海の両方の生態系を幅広く対象
とし，森林に限定すべきではない。③ NbS は先住民
族や地域コミュニティの完全な参画と同意に基づき，
その文化的・生態的権利を尊重する形で実施すべきで
ある。④ NbS は生物多様性への測定可能な利益を提
供するように明示的に設計すべきである。Zari e t a l .

(2022) は，特に都市域において生物多様性の維持と
生物圏の都市気候的効果に重点を置いて，気候変動へ
の緩和と適応の包括的統合に取り組む「再生型都市」
を提唱している。
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図 4　SDGs の 1₇ 項目を環境 , 社会 , 経済に分けて, その関係性を示した「ウェディングケーキ」の図  
　　　　　　　　　出所）Azote for Stockholm Resilience Centre, Stockholm University CC BY-ND 3 .0 .
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3.3　都市と地域をつないだ地域循環共生圏ネクサスを

科学分野の連携・統合に重要なプロセスは，現実社
会での問題を共に取り組むことであろう。環境省は，
2018 年度からの第 5 次環境基本計画の中で，地域で
の自立・分散型の「地域循環共生圏」の概念を提唱し
ている。この概念自体は，気候変動への対策にも非常
に重要である。ただ，これまでのこの「共生圏」概念
に基づく環境への取り組みは，いくつかの地方小都市
での SDGs のローカルな課題に試みられるに留まっ
ており，特に気候変動の影響や生物圏 (生物多様性)
保全を意識した実践はまだ見られない。生物圏の保全
や持続可能な利活用，エネルギーや食料も含めた自
立・分散型の地域を想定するならば，大都市とその周
辺の農山漁村域をつないで，地産地消型の地域流通圏
を基本とすることが，より実質的な地域循環共生圏と
なりうるはずである。気候変動に強靭な社会構造と生
物圏保全も同時に担える共生圏とするには，大都市で
のグリーンインフラ構造への転換に加え，都道府県レ
ベルでの共生圏をユニットにして，近隣都道府県サイ
ズの共生圏と連携するネクサス的構造が，より有効な
地域循環共生圏となりうるのではないだろうか。

お わ り に

気候変動，生物多様性，人間社会の良質な生活
(well-being) をつなぐ永続的なシステムに向けた社
会変革を推進するには，多くの課題が残されている。
図 4 でも示されるように，基盤となる気候科学・生物
圏科学に加え人文・社会科学を含む学際的研究の知見

視点で進め，そこからトップダウンした見方で地域ご
との気候を観るのに対し，IPBES では，地域ごとに
根ざした多様な知識を集約し，それを統合してグロー
バルな画像を浮き彫りにするプロセスを重視する。将
来予測についても IPCC では，地球気候システム全体
の予測を過去のデータを元にしたモデルで行い，その
ダウンスケールで地域の将来気候を考える。ただ予測
のベースになる「社会経済シナリオ」も（先進国を念
頭においた）社会経済の進展シナリオで，そこには生
物圏の要素は含まれていない。一方，IPBES での未
来像の構築方法は，気候変動はあくまで所与の条件で
あり，生態系・生物多様性の未来のポジティブなビジ
ョンから，それぞれの地域での住民・先住民との合意
をベースに現状の問題点を改善するという視点が強
い。

合同ワークショップ報告では結論的に，気候変動，
生物多様性，人間社会の良質な生活 (well-being) を
一体のシステムとして社会変革するプロセスの重要性
が指摘されている。このことは同時に，気候変動の適
応と緩和の統合的な方策にも不可欠である。これは，
図 4 に示す SDGs の 17 項目の関係を分かりやすく示
した（いわゆる）ウェディングケーキ構造の図と整合
的である。本論での気候・生態系相互作用系とは，実
は，人類社会システムの生存基盤をなす最下部のドー
ナツ部分に対応している。ただ，すでに指摘したよう
に，気候科学と生物科学という大きく異なる認識論と
方法論を持つ分野をどう統合して社会変革へとつなげ
ていくかが，実は今後の大きな課題である。
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に基づきつつ，緩和策と適応策の優れた統合を加速す
るためには地域レベルでの政策と実践を担う行政や住
民の意識改革と実践への意識をいかに高めていけるか
が大きな課題である（Laukkonen J. et al., 2009）。特
に行政では関連する部門間での壁を越えた連携や包括
的な共創の強化や，予算や資金調達における協働と統
合などでの柔軟で反復可能なプロセスなど，さまざま
に異なるレベルでの支援，協力を可能とする体制も重
要である (Howarth and Robinson, 2024)。 

「人新世」や「第 6 次大量絶滅の可能性」は，核問
題も含めて，人類が生み出した近代科学の負の所産で
はあるが，そのような問題に気づいたのも人類の智で
ある。宇宙の進化や構造を決めているのは，実は人間
の存在そのものであるとする宇宙に関する人間原理
(anthropic principle) という考え方 (Carter, 1974； 
青木，2013 など ) が宇宙論では注目されつつある。
この原理は地球と (人類を含む) 生物圏の進化をも，
人間の存在により規定されていることも示唆している

（Carter, 1983）。ならば，地球の未来は人類の智に
より決まるし決めていくべきであると，私は信じた
い。
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